出国禁止命令申立書
令和　　年　　月　　日
●●家庭裁判所　御　中
申立人手続代理人弁護士　●●　●●
当事者及び法定代理人　別紙当事者目録記載のとおり

出国禁止命令申立事件

ちょう用印紙額　　金１０００円

第１　申立ての趣旨

1 　相手方は，●●●●（平成●●年●●月●●日生，日本国籍及びＡ国籍）に係る子の返還の申立事件の終局決定が確定するまでの間，●●を日本国から出国させてはならない
2 　相手方は，本決定送達の日から７日以内に，別紙旅券目録記載の旅券を外務大臣に提出せよ

3 　手続費用は各自の負担とする
との決定を求める。

第２　申立ての理由
１　当事者

(1) 　申立人は，Ａ国籍を有する男性であり，Ａ国●●州●●市に在住する者である。
相手方は，日本国籍を有する女性であり，●●県●●市に居住する者である。

(2) 　申立人と相手方との間には，未成年の子●●●●（平成●●年●●月●●日生，日本国籍及びＡ国籍）がいる。

２　相手方による子の連れ去り

(1) 　申立人が子の暫定的監護権を有していたこと
（略）
(2) 　相手方による子の連れ去り
　　　　（略）
３　相手方が子を日本から国外に出国させるおそれがあること

相手方が子を日本に連れ去って以来，住民票上の住所は明らかとなっているものの，現実には，相手方及び子が日本国内のどこで，どのようにして生活をしているかは不明である。
そして，相手方は，日本国籍を有する日本人であるが，Ａ国での生活が長く，語学も堪能である上，子も英語を第一言語としており，日本以外の国で生活をすることに大きな支障は存在しない。したがって，相手方は，申立人がハーグ条約に基づき子をＡ国に返還するよう求める裁判の申立てをしたことを知った場合には，返還を免れるため，子をハーグ条約に加盟していない第三国に更に連れ去るおそれがある。　
　４　相手方が，子が名義人となっている旅券を所持していること

　　　相手方が子をＡ国から日本に出国させていることからも明らかなとおり，相手方は子が名義人となっているＡ国の旅券を所持している。
　５　結語

　　　よって，申立人は，申立ての趣旨記載の決定を求めて本申立てに及んだ。
以上
証　拠　方　法

　　　　　申立人証拠説明書記載のとおり
附　属　書　類

　　　　　　１　申立書写し　　　　　　　１通
　　　　　　２　甲号証写し　　　　　　各２通

３　証拠説明書　　　　　　　２通
４　手続代理委任状　　　　　１通

（別紙）
当事者目録

国籍（本籍）　Ａ国
住　　　所　　Ａ国●●州●●市●●通XXXX
　　　　　申　　立　　人　　　●　●　　●　●
（１９●●年●●月●●日）
〒●●●－●●●●
東京都●●区●●X－XX－X ●●ビルX階

●●法律事務所

申立人手続代理人弁護士　　●●　●●
電話:03-0000-0000　FAX:03-0000-0001

　　　　　　　　　　
国籍（本籍）　●●県●●市●●町X丁目XX番地X
　　　　住　　　所　　●●県●●市●●区●●X丁目XX-X
　　　　　　相　　手　　方　　　●　●　　●　●
（昭和●●年●●月●●日）
　　　　　　　　　　　　　　　　
国籍（本籍）　●●県●●市●●町X丁目XX番地X
　　　　住　　　所　　●●県●●市●●区●●X丁目XX-X
　　　　　　子　　　　　　　　　●　●　　●　　●
　　　　　　　　　　　　　　　（平成●●年●●月●●日生，女）

（別紙）
旅券目録
第１　有効なＡ国旅券　
１　旅券発行国　Ａ国
　２　旅券番号　　XXXXXXXX
　３　旅券名義人　姓　●●●●
　　　　　　　　　名　●●●●
　４　旅券名義人の生年月日　平成●年●月●日
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